
創 立
本 店 所 在 地
資 本 金
総 資 産 額
預 金 残 高
貸 出 金 残 高
拠 点 数

従 業 員 数
自己資本比率

： 1934年6月1日
： 奈良市橋本町16番地
： 379億2,415万円
： 6兆8,495億円
： 5兆5,331億円
： 3兆8,467億円
： 国内/106   奈良県下67 〔インターネット

 支店含〕、その他39
： 2,416人
： 9.24％（単体） 9.54％（連結）
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取 締 役
副頭取執行役員
取 締 役
常 務 執 行 役 員
取 締 役
常 務 執 行 役 員
取 締 役
常 務 執 行 役 員
取 締 役
常 務 執 行 役 員
取 締 役

取 締 役

取 締 役

監 査 役（ 常 勤 ）

監 査 役（ 常 勤 ）

監 査 役

監 査 役

常 務 執 行 役 員

上 席 執 行 役 員

上 席 執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

橋 本 　 隆 史

石 田 　 　 諭

横 谷 　 和 也

西 川 　 和 伸

杉 浦 　 　 剛

船 木 隆 一 郎

北村又左衞門

松 坂 　 英 孝

青 木 　 周 平

箕 輪 　 尚 起

半 田 　 隆 雄

倉 橋 　 孝 壽

三 石 　 　 基

大 西 　 知 巳

小 中 　 貴 弘

大 田 　 直 樹

本 多 　 浩 治

藪 内 　 章 良

西 岡 　 英 俊

岡 本 　 耕 誌

春 日 　 英 達

田 原 　 久 義

木 下 　 茂 樹

中 島 　 伸 佳

藏 東 　 義 典

角 谷 　 晴 行

西 山 　 知 志

竹 邑 　 秀 隆

大 本 　 芳 克
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（注）取締役 北村又左衞門、松坂英孝及び青木
周平は会社法第２条第１５号に定める社外
取締役であり、監査役 倉橋孝壽及び三石
基は会社法第２条第１６号に定める社外監
査役です。
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■ 役　員

（2021年9月30日現在）

（2021年9月30日現在）

■ 南都銀行プロフィール

南都銀行は次世代育成支援対策推進法に
基づく子育てサポート企業として「特例
認定（プラチナくるみん認定）」を取得して
います。

①健全かつ効率的な経営に努めます。
②優れた総合金融サービスを提供します。
③地域の発展に尽くします。
④信頼され親しまれる、魅力的な銀行を目指します。

〈ナント〉CS宣言

ごあいさつ

経営計画

なんとミッション達成に向けた取組

SDGsへの取組

業績ハイライト

各種相談窓口

株式情報

南都銀行グループ

経 営 理 念

ご あ い さ つ
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　平素より、私ども南都銀行グループをご利用、お引き立ていただき
誠にありがとうございます。
　また、新型コロナウイルス感染症に罹患されている方々や、影響を
受けられた皆さまに心よりお見舞いを申しあげます。

　このたび、皆さまの南都銀行に対するご理解を一層深めていただく
ため、2021年9月期の営業の概況等をお伝えする「ミニディスクロー
ジャー誌/第134期 営業の中間ご報告」を作成いたしました。ご高覧
いただければ幸いに存じます。

　新型コロナワクチンの接種が進み、今後経済活動の正常化が期待
されるなか、南都銀行グループは地域金融機関として、コロナ禍に
おける資金繰り支援はもちろんのこと、非金融面においても、より付加
価値の高いサービスの提供に努めております。
　また、持続可能な社会の実現に向けてＤＸが急速に進んでいくなか、
デジタル技術の活用によるお客さまの利便性の最大化や生産性向上
支援に積極的に取り組んでまいります。
　4月に設立した地域活性化事業会社「奈良みらいデザイン株式
会社」においては、奈良県中南部での古民家再生、奈良県の名産品
をインターネット上で販売するECサイト「ならわし」の運営に加えて、
11月からはアグリ事業にも挑戦しています。

多くのお客さまが南都銀行グループを信頼し、お取引をいただいて
います。その信頼に応え、私たちが永続的に地域に必要な存在である
ために、全役職員が一丸となって地域の活力を創造していく所存です。

　今後とも、一層のご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

2021年12月　


